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はじめに

建設業においては、働き方改革関連法の改正に伴う残業時間の上限規制
や週休２日の普及など、これまでの働き方を大きく変えていく必要があり
ます。
一方で、現場では工事書類の多さが受注者の大きな負担となっており、

恒常化する残業の一因となっています。
今後も少子高齢化が続き、建設業の担い手の減少が予想される中、建設

人材を確保するためにも、受注者の負担軽減や発注者の監督・検査の合理
化を図る必要があります。
そのため今回、長崎県および他自治体の事例を参考にして、「建設工事

書類スリム化の手引き」を策定しました。
本手引きを活用し、受発注者双方が、工事書類の簡素化に向け、積極的

に取り組むようお願いします。

※簡素化は、今後とも継続して取り組んでいくこととしており、本手引き
についても、随時、見直しを図っていきます。

※工事書類の簡素化により、工事目的物の品質の低下、安全対策の不徹底を
招くことがないよう、建設工事に伴う関係法令、仕様書の規定を遵守のうえ、
適正に施工し管理してください。



対象工事

南島原市が発注する工事を対象とします。

簡素化の原則

発注者は、仕様書等で提出を求められていない書類の提出を求めない。
受注者は、仕様書等で提出を求められていない書類は提出しない。
発注者は、仕様書等で提出を求められていない書類は受理しない。

簡素化のポイント

『施工計画時点でしっかり協議』
当初、施工計画書作成時に管理基準等についてしっかり協議して、必要以
上の管理等を行わずに済むようにしましょう。
『事前協議により、作成する工事書類の明確化を』
「建設工事書類スリム化の手引き」「南島原市発注建設工事完成図書作成
の手引き」「工事提出書類等一覧表」を使い、不要な書類を作成しないよ
うにしましょう。
『協議や報告の書類は、必要最小限かつ簡潔に』
工事施工において必要となる協議書類は、必要最低限とするように受発注
者間双方で意識し進めましょう。



１．施工計画書 ① 【市独自】

（説明）
長崎県建設工事共通仕様書

1-1-6-1「維持工事等簡易な工
事においては監督職員の承諾
を得て、記載内容の一部を省
略することができる。」につ
いては、1500万円未満の災害
復旧工事を対象工事とします。

ただし、今回の省略はあく
まで施工計画書における記載
や添付を省略したものである
ので、当該事項については各
種法令等に則り受注者の責に
おいて適切に工事を実施して
ください。

当初設計金額１５００万円未満の災害復旧工事は、施工計画書の
一部を省略することができる。

１．工事概要
２．計画工程表
３．現場組織表
４．安全管理
５．指定機械
６．主要資材
７．施工方法 ※１
８．施工管理計画
９．緊急時の体制
10．交通管理 ※２
11．環境対策
12．現場の就業時間
13．再生資源の利用の促進
と建設副産物の適正処理方法

※１施工方法については、共通仕様書に基づくもので
あれば省略できる。ただし、特殊なものは省略できない。
※２一般道路での工事以外は省略できる。

目  次

赤字の項目のみ記載

令和〇年度

工事番号 〇○○第〇号

工事名 ○○○○○○工事

工事場所 南島原市 ○○町 ○○

南島原市 ○○部 ○○課

設 計 図 書

当   初
【施工計画書簡素化対象工事】

【設計図書表紙】

※対象工事については設計図書
の表紙に【施工計画書簡素化対
象工事】を明記しています。
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１．施工計画書 ②

（説明）
【提出不要な事例】
・工期末の精算変更のみ
・施工方法の変更を伴わない
数量の増減
・１カ月以内の工期延長のみ
・現場代理人等の変更のみ

※変更施工計画書を提出する
場合は、その変更する箇所の
ページのみ提出してください。
また、工事完成時の最終版の
施工計画書一式の提出は不要
です。

工期や数量だけの軽微な変更等で、施工計画書に大きく影響し
ない場合には、変更施工計画書は提出不要とする。
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１．施工計画書 ③

（説明）
技術者の資格・雇用証明の

写しは現場代理人等決定通知
書に添付してあるので不要で
す。また、作業主任者等の資
格の写しも提出義務がないの
で必要ありませんが、作業主
任者一覧表の作成は必要です。

施工計画書に監理技術者や作業主任者等の資格者証、雇用を証
明する書類の添付は不要とする。
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１．施工計画書 ④ 【市独自】

工事概要の工事内容については別途作成は不要とし、数量総括
表 (建築工事の場合は直接工事費細目別内訳） の写しを使用し
てもよい。

土木工事…数量総括表 建築工事…直接工事費 細目別内訳

作成不要

添 付
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１．施工計画書 ⑤ 【市独自】

（説明）
指定機械とは、設計図書で使
用することを指定されている
機械です。代表的な指定機械
としては、長崎県建設工事共
通仕様書1-1-37-6 表1-3・表
1-4に排出ガス対策型建設機械
を使用するよう指定されてい
るので該当する機械のみ記載
してください。
※使用機械については、施工
方法に記載してください。

指定機械は設計図書で指定されている機械のみ記載するので使
用機械の記載は不要とする。

長崎県建設工事共通仕様書
1-1-37-6 表1-3・表1-4

機械名 数量 台数 使用工種 摘要
ダンプトラック １０ｔ 3 掘削工
タンパ 60～80kg 1 路体盛土工

【指定機械】
機械名 数量 台数 使用工種 摘要

オールケーシング掘削機 クローラ式1200㎜ 1 基礎杭打設 排出ガス対策型
バックホウ 0.45㎥ 2 掘削工 排出ガス対策型
油圧式バイブロハンマー 220PS 1 矢板打設 排出ガス対策型

【使用機械】
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１．施工計画書 ⑥ 【市独自】

（説明）
「施工計画書作成の手引き
（建築工事編）長崎県土木
部建築課」
３－３工種別施工計画書作
成の留意点
②工種別施工計画書は全て
の工種で必要ではなく、当
該工事の主要工事と考えら
れる工種のみ作成してもよ
い。

※あらかじめ総合施工計画
書に提出予定の工種別施工
計画書を明記し、監督職員
の承諾を受けてください。

建築工事の工種別施工計画書においては、当該工種の直接工事
費 １００ 万円以下のものは監督職員の承諾を受ければ提出を省
略することができる。

（例）○○新築工事 内訳書

名 称 数量 単位 金 額 工種別施工計画書

直接仮設 1 式 600,000 協議より省略可能

基礎 1 式 1,200,000 提 出

木工 1 式 5,000,000 提 出

屋根及びとい 1 式 1,100,000 提 出

左官 1 式 100,000 協議より省略可能

建具 1 式 2,000,000 提 出

防水 1 式 400,000 協議より省略可能

塗装 1 式 300,000 協議より省略可能

内装 1 式 200,000 協議より省略可能

ユニット 1 式 400,000 協議より省略可能

電気設備工事 1 式 700,000 協議より省略可能

機械設備工事 1 式 1,300,000 提 出

計 13,300,000
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２．出来形、品質管理 ① 【市独自】

（説明）
作業土工、敷モルタルは

出来形管理基準にないので
出来形管理図の作成は不要
ですが、写真は土質、仕上
がり面の平坦性、寸法を確
認するため写真管理は行っ
てください。

基礎砕石、均しコンは出
来形管理基準にありますが、
精度の高い管理が求められ
るものではないので、出来
形管理図の作成は省略する
ことができます。ただし、
写真管理は行ってください。

作業土工、敷モルタルについては出来形管理図表の作成は不要
とする。また、基礎砕石、均しコンについては出来形管理図表の
作成は省略することができる。
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２．出来形、品質管理 ②

（説明）
１０点未満の工程能力図

及びヒストグラムは、品質
や出来形管理図表と内容が
重複するため、作成は不要
です。

工程能力図（１０点未満）、ヒストグラムは作成不要とする。

【工程能力図】

【ヒストグラム】
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２．出来形、品質管理 ③ 【市独自】

（説明）
出来形管理図表の参考様式を
ホームページに掲載していま
すので活用してください。
なお、掲載している工種は
「擁壁工」「石・ブロック積
工」「排水構造物工」「舗装
工」です。
出来形管理図表は管理すべき
項目、規格値まで記載してい
ますので、設計値、実測値を
入力するだけの様式にしてい
ます。

出来形管理図の参考様式を作成しましたので活用してください。

※黄色塗りしている箇所に入力してください。
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３．工程管理

（説明）
工事履行報告書については

契約書第３８条の規定により
中間前金払を請求する場合の
み提出してください。

週間工程表については、監
督職員と受注者の打ち合わせ
により必要と判断された場合
のみ提出してください。

工事履行報告書、週間工程表は提出不要とする。
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４．写真管理 ① 【市独自】

（説明）
黒板と添え書きが重複し

ているので記載不要としま
す。ただし、黒板の字が見
えずらい、不足がある場合
は、記載してください。

黒板の文字（設計値、実測値等）が確認できれば、写真帳の添え
書きは不要とする。

４．写真管理 ②

（説明）
監督職員が施工プロセス

のチェックリストで確認す
るため、確認写真を添付す
る必要はありません。

施工プロセス対象の工事については、排出ガス対策型・低騒音
型建設機械の写真は不要とする。
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４．写真管理 ③ 【市独自】

（説明）
建設副産物については残

土証明書、マニフェストで
確認できるので運搬状況、
処分場看板、排出状況の写
真は不要です。

ただし、過積載防止対策
等を確認するため車番・表
示・積込状況がわかる写真
は必要です。

建設副産物処理の写真管理は種類ごとに積込み完了した運搬車
とステッカーが分かる写真のみ添付し、運搬状況や処分場の看板
等の写真は不要とする。
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４．写真管理 ④

（説明）
施工状況写真、出来形管

理写真等の工事写真につい
ては、写真管理基準以上の
撮影頻度の写真については
提出不要です。

写真管理基準以上の撮影頻度については提出不要とする。

【写真削減事例（施工状況）】

測点NO.3 測点NO.5 測点NO.7

施工が仕様書や施工計画書どおり行われていることが確認
できる写真で重複となっている写真の削減

代表写真

削減可能 削減可能
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５．施工体制台帳 【市独自】

（説明）
他の用途で既に確認済の

書類は省略できます。
「発注者との契約書写し」
（担当部署に契約書あり）、
「元請技術者の資格や雇用
を証明する書面」「専門技
術者に関する書面」（現場
代理人等決定通知書に添
付）

※工事現場に備え置く施工
体制台帳の添付書類は省略
しないでください。

施工体制台帳提出書類について、すでに受領している書類は省
略することができる。

元請業者作成分 下請業者作成分

【添付が不要な書類の例】

・建設業許可や警備業認定書の写し

・下請業者の資格、雇用、年金など証明するものの写し

※施工プロセスチェックの際に提示を求める場合があります。

省略
作業員名簿

契約書、内訳書写し（⇔再下請）
再下請負通知書施工体制台帳

契約書、内訳書写し（⇔下請）

作業員名簿

 技術者の資格を有する書面
 技術者の雇用を証明する書面

 専門技術者に関する書面

 契約書写し（⇔発注者）

省略
省略

省略
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６．段階確認書

（説明）
監督職員が臨場した場合

の状況写真は不要ですが、
出来形管理資料等に監督職
員等が確認した実測値を手
書きで記入した資料は必要
です。

監督職員が臨場した場合は、状況写真を不要とする。

段階確認書

確認状況写真は不要
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７．安全管理 【市独自】

（説明）
写真管理基準の安全管理

項目で撮影するのは標識類、
保安施設、交通整理、安全
訓練のみなので、朝礼、KY
活動、新規入場者教育等は
記録簿で実施状況を確認し
ます。
※安全訓練については活動
状況の写真が必要です。

朝礼、KY活動、新規入場者教育等は記録簿を確認しますので写
真撮影は不要とする。

安全日誌、会議録、資料等
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８．その他 ①

（説明）
手続きの効率化を図るた

めに積極的に活用してくだ
さい。

※電子メールでの取り交わ
しを可とするか否かは、発
注者と受注者間で協議して
決定してください。

工事打合せ簿は電子メールにて行うことができます。

受 注 者 発 注 者
①押印した工事打合せ簿（発注者用・受
注者用）、図面等の添付書類をPDF形式
でデータ化する。
②作成したデータを発注者へメールで送
信する。

③受信した工事打合せ簿、添付書類を印
刷して決裁をとる。
④主任監督員が押印した受注者用の工事
打合せ簿をPDF形式でデータ化し、メー
ルを送信する。
⑤発注者用の工事打合せ簿を保管する。

⑤受信した受注者用の工事打合せ簿を保
管する。

工事打合せ簿の取り交わし方法【受注者が発議の場合（例）】
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８．その他 ②

県内産資材を使用しない理由書には、説明資料が必要な製品以
外は記載不要です。

【別紙５ 抜粋】

（説明）
令和３年２月１９日付け

２建企第５９０号「長崎県
内産資材及び長崎県内下請
企業の優先使用に関する運
用の一部改正について」
（県HP）
※該当する資材が県内に存
在していない場合の説明資
料の要・不要については、
別紙５のとおり提出してく
ださい。

説明資料が必要な資材のみ記載する。
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問い合わせ先

南島原市 総務部 管財契約課 検査班

TEL ０９５７－７３－６６２６


